
ベ
ス
ト
ワ
ン
が
販
売
開
始

車
の
燃
費
向
上
ス
プ
レ
ー

　
食
品
や
産
業
資
材
な
ど
の
代
理
店
販
売

の
ベ
ス
ト
ワ
ン
（
安
佐
南
区
西
原
３

１１


３
、
高
橋
義
実
代
表
）
は
、
Ｅ
ｉ
Ｓ
ｈ

ｉ
ｎ
（
東
京
）
と
代
理
店
契
約
を
結
び
、

自
動
車
な
ど
の
燃
焼
効
率
を
上
げ
る
ス
プ

レ
ー
「
ｅエ

コ

ス

プ

レ

ー

ｃ
ｏ

Ｓ
Ｐ
Ｒ
Ａ
Ｙ
」
の
販
売

を
始
め
た
。

　
米
国
や
イ
ン
ド
、
東
南
ア
ジ
ア
な
ど
１４

ヵ
国
で
販
売
さ
れ
て
い
る
。
自
然
由
来
の

ア
ミ
ノ
ペ
プ
チ
ド
、
フ
コ
イ
ダ
ン
、
ヒ
ノ

キ
チ
オ
ー
ル
、
鉱
石
接
触
水
な
ど
が
主
成

分
で
、
エ
ア
フ
ィ
ル
タ
ー
に
吹
き
付
け
て

使
う
。
吸
排
気
バ
ル
ブ
な
ど
の
汚
れ
を
落

と
す
こ
と
で
、
よ
り
不
純
物
の
少
な
い
空

気
を
エ
ン
ジ
ン
内
部
に
送
り
込
み
、
空
気

と
燃
料
の
混
合
比
率
を
最
も
燃
焼
効
率
が

良
い
「
理
論
空
燃
比
（
１４
・
７
対
１
）」
に

近
づ
け
る
。
燃
費
が
最
大
５０
％
改
善
さ
れ

る
上
、
排
ガ
ス
に
含
ま
れ
る
有
毒
ガ
ス
の

発
生
も
抑
え
ら
れ
る
と
い
う
。
普
通
車
の

場
合
、
１
本
で
走
行
距
離
５
０
０
０
㌔
、

約
６
ヵ
月
効
果
が
持
続
す
る
。
価
格
は
３

９
０
０
円
（
税
別
）。
従
来
の
個
人
客
ほ

か
、運
送
業
な
ど
法
人
向
け
に
提
案
す
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
印
刷
の
ニ
シ

キ
プ
リ
ン
ト

（
西
区
商
工

セ
ン
タ
ー
７

５

３３
、
宮
崎
真
社
長
）

は
１０
月
２０
日
、
自
社
の
イ
メ
ー
ジ
キ
ャ
ラ

ク
タ
ー
「
か
め
く
ん
」
を
モ
チ
ー
フ
に
し

た
無
料
通
話
ア
プ
リ
「
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
」
用
ス

タ
ン
プ
を
発
売
し
た
。

　
６
月
に
迎
え
た
創

業
５０
周
年
の
記
念
事

業
の
一
環
。
同
キ
ャ
ラ

ク
タ
ー
は
約
２０
年
前

に
作
成
。
こ
れ
ま
で

は
主
に
発
送
用
の
段
ボ
ー
ル
や
卓
上
カ
レ

ン
ダ
ー
、
ブ
ロ
グ
な
ど
に
使
っ
て
き
た
。

喜
怒
哀
楽
を
表
現
し
た
４０
種
類
を
用
意
。

１
セ
ッ
ト
価
格
１
２
０
円
。
宮
﨑
社
長
は

「
取
引
先
の
イ
メ
ー
ジ
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
の

作
成
、
プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
な
ど
の
事
業
化
に

つ
な
げ
た
い
」
と
話
す
。

▽
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
相
続
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
協
議

会
は
１１
月
２３
日
午
前
１０
時
か
ら
安
佐
南
区

民
文
化
セ
ン
タ
ー
で
、相
続
フ
ォ
ー
ラ
ム
を

開
く
。
県
、
市
、
県
社
会
福
祉
協
議
会
が

後
援
。
基
調
講
演
「
相
続
の
誤
解
と
落
と

し
穴
」（
定
員
５０
人
）
の
ほ
か
、
事
前
予
約

制
の
無
料
相
談
と
、
各
定
員
３０
人
で
不
動

産
や
会
社
経
営
者
な
ど
テ
ー
マ
別
４
セ
ミ

ナ
ー
が
あ
る
。参
加
無
料
。電
０
８
２

５

６
３

８
７
０
０
（
㊓
は
な
ま
る
相
続
）。

ニ
シ
キ
プ
リ
ン
ト
が
発
売

Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
ス
タ
ン
プ

「地域資源活用」を通じて新事業展開を支援！！
（独）中小企業基盤整備機構中国本部　連携推進課課長代理　森安　輝
　中小企業者等が策定する事業計画が、法律に基づく認定を受けることで、中小企業
者等はさまざまな支援策を利用することができる国の制度（法律認定）があり、中小
機構中国本部では、この認定を目指す中小企業者等の支援をしている。
　今回は、「新連携」「地域資源活用」「農商工連携」と３つある法認定制度のうち、「地
域資源活用」の認定を、２０１７年２月に受けて新事業に取り組んでいる会社、H・R（本
社＝広島市中区八丁堀１２－３、呉事業所＝呉市豊町大長５９９２－８６）の事例を紹介する。
　この事業の特徴は、「蒸留から製品化まで使用するのは地元の柑橘と水のみ」という
徹底した生産地志向と「水蒸気蒸留法」によって高品質商品を実現したことと、この取
り組みを体験型観光に組み入れ、産地ブランドの発信力強化に寄与している点にある。

１）原材料と製法と現地生産にこだわり高品質オイルを商品化
　この事業で生産されるエッセンシャルオイル（ネロリ）の製法の特徴は大きく２つ。
「１つの柑橘を余すところなく使い切る原料加工」と「水蒸気蒸留法」である。
　まず、「１つの柑橘を余すところなく使い切る原料加工」では、
丸ごと果実の状態から外果皮の部分だけの手剥ぎを行い、雑成分
の混入を防いでいる。この効果は、果皮と果実をきれいに分ける
ことで、品質の劣化を抑えるだけではなく、果実の部分は他にも
使用できるようになり、仕入れ値を下げることなく、事業収益性
を高めることにつながっている。
　もうひとつの「水蒸気蒸留法」は、水を使って精油原料を温め
水蒸気化し、それを冷却させることで精油を抽出する方法で、柑
橘に最適な温度・時間を何度も検証することで確立した柑橘本
来の香りを楽しめる蒸留方法だ。レモンなど柑橘系の精油は、紫
外線に当たると皮膚にダメージを与える光毒性が発生する難点
があったが、同社の水蒸気蒸留法で抽出された精油には、この光
毒性がほとんど発生しない等の特徴がある。

２）体験型観光と原産地ブランドの発信
　この事業では、現地に蒸留装置を設置した精油工場を生かして、
現地の柑橘畑から原料を収穫し、蒸留体験まで行う体験プログラ
ムや、併設するカフェで柑橘の香りと味を楽しむイベント等を企画
しており、首都圏等に多く存在するこうしたエッセンシャルオイル
のコアな愛好家を通じて、産地ブランドの発信を目指している。
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